
様式第２号
事　業　計　画　書
１　企業の概要　
　(1) 沿革と現況
　(2) 本社各工場等の所在地、名称、生産品目及び使用する従業員数
      イ　工場等の所在地、名称
　　　ロ　生産品目
      ハ　会社又は親会社の従業員数（工場等別）　　　　　（令和　　年　　月　　日現在）
	工場等名
	常用雇用者
	非常用雇用者
	計

	
	男
	女
	契約社員
	ﾊﾟｰﾄ社員
	派遣社員
	

	
	名
	名
	名
	名
	名
	　　　　 名

	
	名
	名
	名
	名
	名
	名

	
	名
	名
	名
	名
	名
	名

	 合　　　計
	名
	名
	名
	名
	名
	名


　(3) 売上高（過去３年間）
        　　　　年　　月～　　年　　月　　　売上         百万円
        　　　　年　　月～　　年　　月　　　売上         百万円
        　　　　年　　月～　　年　　月　　　売上         百万円
　(4) 資本金及び主要株主名簿
    　イ　資本金　　　　　　　　　千円
      ロ　主要株主
	株　主　名
	持株数
	株　主　住　所
	取 得 年 月 日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日


注）有限責任事業組合での申請について

○資本金は出資額、株主は出資者、持株数は出資額、取得年月日は出資年月日と読み替えて記入すること。

○出資者は、有限責任事業組合で実施する事業について保証する書類を添付すること。

　(5) 輸出の状況
      　輸出品目、輸出相手国名、年間輸出額（過去２年間）
　(6) 会社の決算書等
　（貸借対照表、損益計算書（販売費・一般管理費、原価報告書等）、営業報告書、について、最近３期分（各１通）を添付すること)
注）会社の決算書等の添付について

○完全親会社と完全子会社が共同で立地しようとする場合

有価証券報告書等の資本関係が明らかとなっている書類のほか、完全親会社と完全子会社との間で建物契約等の書類が存在する場合はその書類を添付すること。

○創業等により決算書等がない場合

親会社、または構成する法人の決算書等を添付すること。
　(7) 会社の定款
　　　　別添１通のとおり
(8) 会社設立の登記簿謄本
　　　　別添１通のとおり
２　進出方式
　　　現地法人方式、分工場･支店方式　（いずれかを○で囲むこと）
３　設立しようとする法人　（進出方式が「分工場･支店方式」の場合は、記入の必要なし）
　　イ　法人名
  　ロ　資本金
  　ハ  主要株主　　　　
	株　主　名
	持株数
	株　主　住　所
	取 得 年 月 日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日


注）有限責任事業組合での申請について

○資本金は出資額、株主は出資者、持株数は出資額、取得年月日は出資年月日と読み替えて記入すること。

○出資者は、有限責任事業組合で実施する事業について保証する書類を添付すること。

４　新設又は増設しようとする工場等の事業計画
　(1) 工場等の所在地及び工場等名
　(2) 工場等の用地面積
	使用年次
	面積
	取得・賃貸開始の年月

	 　第１次　　　　　　年
	  　　　　　　　　　　　㎡
	  　　　　　  年　　月

	 　第２次　　　　　　年
	                        ㎡
	            　年　　月

	 　第３次　　　　　　年
	                        ㎡
	            　年    月


                                     　　　　　※取得･賃貸開始のいずれかを○で囲む。
　(3) 事業の内容　
　　　イ　事業の概要　（申請事業の内容を具体的に記載すること）
(ｱ)実施する事業の概要
(ｲ)事業の必要性

(ｳ)事業の新規性・革新性（第四次産業革命分野（ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット等）の導入等）

(ｴ)経済波及効果　（地域経済への波及効果、産業の集積効果等）
(ｵ)生産品目
(ｶ)生産工程　（概略）
(ｷ)生産能力
(ｸ)将来の展開　（事業の成長性等）
　　　ロ　販売圏域等
　　　ハ　主要販売等取引先　（割合も記載すること）
　(4) 工場等の新設（増設）工事計画　（年次計画がある場合は年次毎に記入のこと）
	区　　分
	建 築 形 態
	面       積
	工 事 期 間

	
	
	（㎡）
	（坪）
	

	 工  場　等
	第１期
	
	
	
	　　年  月～  年  月

	
	第２期
	
	
	
	

	 付属設備
	
	
	
	


　(5) 工場等用地見取図及び工場等敷地内の配置図
　　　イ　工場等用地見取図　別添１通のとおり　（増設の場合は当該部分を赤色で表示すること）
ロ　工場等配置図　　　別添１通のとおり　（増設の場合は当該部分を赤色で表示すること）
　(6) 投下固定資産の種類、価格及び資金計画　　　　　　　　　　　　（単位：㎡、千円）
	区   　分
	数  量
	金  額
	資金計画
	摘  要

	
	
	
	自己資金
	銀行借入
	その他
	

	 用   地
	㎡
	
	
	
	
	

	建
物
	 工場等
	㎡
	
	
	
	
	

	
	 付属設備
	
	
	
	
	
	

	
	 構築物
	
	
	
	
	
	

	 機械装置
	
	
	
	
	
	

	 工具機具類
	
	
	
	
	
	

	ソフトウェア
	
	
	
	
	
	

	除雪車両
	
	
	
	
	
	

	 その他
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


      添付資料：機械装置等の明細（様式別紙１）
注）記入方法について

○銀行借入を利用する場合は、摘要欄に借入先を記入する（複数箇所から借入している場合は、主要な借入先を記入する）とともに、具体的な返済計画書（返済計画書は全ての金融機関）を添付すること。
○本制度以外の制度資金等を利用する場合は、その他の欄に金額を記入し、摘要欄に制度名を記入すること。

○除雪車両については、新規立地企業に限り、投下固定資産の対象とする。
　(7) 労務計画
	区分
	年　　次
	常用雇用者
	非常用雇用者
	計

	女性

割合※

	増

設

前
	令和   年   月 　日
	男
女

計
	(  )     　名(  )   　  名(  )       名
	男
女

計
	(  )     　名(  )   　  名(  )       名
	男
女

計
	(  )     　名(  )   　  名(  )       名
	％

	申

請

時
	令和   年   月 　日
	男
女

計
	(  )     　名(  )   　  名(  )       名
	男
女

計
	(  )     　名(  )   　  名(  )       名
	男
女

計
	(  )     　名(  )   　  名(  )       名
	％

	
	
	新規常用雇用者のうち35歳未満の女性雇用者数　　　 名
	

	操

業

時
	令和   年   月 　日
	男
女

計
	(  )       名
(  )       名(  )       名
	男
女

計
	(  )  　   名(  )       名(  )     　名
	男
女

計
	(  )     　名(  )   　  名(  )       名
	％

	
	
	新規常用雇用者のうち35歳未満の女性雇用者数　　　 名
	

	認定要件を満たす日
	令和   年   月 　日
	男
女

計
	(  )       名
(  )       名(  )       名
	男
女

計
	(  )  　   名(  )       名(  )     　名
	男
女

計
	(  )     　名(  )   　  名(  )       名
	   ％

	
	
	新規常用雇用者のうち35歳未満の女性雇用者数　　　 名
	

	1年次
	令和   年   月 ～   年   月 
	男
女

計
	(  )       名
(  )       名(  )       名
	男
女

計
	(  )  　   名(  )       名(  )     　名
	男
女

計
	(  )     　名(  )   　  名(  )       名
	   ％

	
	
	新規常用雇用者のうち35歳未満の女性雇用者数　　　 名
	

	2年次
	令和   年   月 ～   年   月 
	男
女

計
	(  )    　 名
(  )     　名(  )       名
	男
女

計
	(  )     　名(  )       名(  )       名
	男
女

計
	(  ) 　    名
(  ) 　    名(  )   　  名
	　  ％

	
	
	新規常用雇用者のうち35歳未満の女性雇用者数　　　 名
	

	3年次
	令和   年   月 ～   年   月 
	男
女

計
	(  )     　名
(  )     　名(  )       名
	男
女

計
	(  )    　 名(  )       名(  )       名
	男
女

計
	(  )     　名
(  )     　名(  )  　 　名
	％

	
	
	新規常用雇用者のうち35歳未満の女性雇用者数　　　 名
	


添付資料：常用雇用者一覧表（様式別紙２）
注）記入方法について

○増設前（雇用基準日）は、原則として申請日の前日とすること。

○（　）には当該事業による操業開始後、各期間の新規雇用者数を記入すること。

※新規常用雇用者に占める３５歳未満（採用時）の女性割合を記入すること。（小数点以下切捨）
(8) 待遇改善計画

	年 度
	　　　業　種
	業種別平均増加賃金
	事業者平均増加賃金

	1年次
	
	　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　円

	2年次
	
	　　　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　円

	
	
	
	上昇率　　　　　　　　％

	3年次
	
	
	　　　　　　　　　　　円

	
	
	
	上昇率　　　　　　　　％


　注）労務計画と待遇改善計画の年度を合わせること。

　　　業種別平均賃増加賃金は、各年度における直近の統計データに基づくこと。

　　　

　(9) 年度別生産計画及び製品
	        年            度
	製   品
	生 産 量
	生 産 額
	摘  要

	第１年度（　年　月～　年　月）
	
	
	          千円
	

	第２年度（　年　月～　年　月）
	
	
	          〃
	

	第３年度（　年　月～　年　月）
	
	
	          〃
	

	将来計画（　年　月～　年　月）
	
	
	          〃
	


注）記入方法について

○労務計画と生産計画の年度を合わせること。
○製品カタログ及び製品の説明を添付すること。
(10) 製造工程の概要　（工程流動図を付記すること。第四次産業革命分野（ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット等）を導入し製造管理を行う場合は、概略図等を添付すること。）
（11）工事開始及び完了予定年月日
      　工事開始予定年月日  　　令和    年    月    日
      　工事完了予定年月日      令和    年    月    日
（12）操業開始予定年月日
        仮操業開始予定　　　　　令和    年    月    日
        本操業開始予定　　　　　令和    年    月    日
（13）工業用水、電力、ガス及び通信回線の使用見込量
	区  分
	使    用    見    込    量
	摘    要

	
	当　　　初
	将　　　来
	

	工 業 用 水
	ｍ３/日
	ｍ３/日
	

	電       力
	ｋＷ
	ｋＷ
	契約容量

	ガ       ス
	ｍ３/日
	ｍ３/日
	

	通 信 回 線
	     回線
	円/月
	     回線
	円/月
	


（14）年度別事業収支及び原材料事情
      イ　年度別事業収支見込
	項    目
	第１年度
 (  年  月
～  年  月)
	第２年度
 (  年  月
～  年  月)
	第３年度
（　年  月
～  年  月)
	将来計画

（  年  月
～  年  月)
	備　考

	収       入
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	支       出
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	差引残 (収益)
	
	
	
	
	


　　　ロ  原材料事情　（仕入先、搬入方法等）
（15）その他
    　イ　取引銀行
      ロ　代表者（工場長等）名
（16）人材育成計画

	人材育成の区分
	技術者派遣型人材育成　　　・　　　指導者招へい型人材育成　　

（いずれかを○で囲むこと）

	派遣又は招へい企業の名称及び所在地
	［名　称］

［所在地］

	派遣又は招へい予定期間
	令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日　まで

	派遣又は招へい者
	氏名
	年齢
	役職
	派遣又は招へい期間

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	研修の概要
	（どのような研修を行うか具体的に記載してください。）

	研修の目的及び必要性
	（研修の目的及び必要性を具体的に記載してください。）

	研修に要する経費


	経費区分
	金額（千円）
	積算内訳（円）

	
	交通費
	
	（単価や数量がわかるよう記載してください。）

	
	宿泊費
	
	

	
	アパート等賃借料


	
	

	
	合計
	
	


別紙１
年分（令和　　年　　月　～　令和　　年　　月）
機 械 装 置 等 の 明 細（取得分）
	区　分
	名　称
	形　式
	性　能
	単　価
	数　量
	金　額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


別紙２

常用雇用者一覧表

（令和　　年　　月　　日現在）

	No.
	氏名
	性別
	生年月日
	雇用保険被

保険者番号
	配置場所

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	

	・

・

・

・

・

・

・
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※事業実施工場等の全てについて記載すること。
（有限責任事業組合のみ）

保　証　書

令和　　年　　月　　日

秋田県知事　あて

連帯保証人（出資者）

所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
私たちは、次の申請者が、はばたく中小企業投資促進事業の認定及び補助金交付を受けるにあたり、同事業補助金交付要綱第１３条、第１４条及び第１８条に定めることについて、申請者と連帯して履行の責を負います。

なお、上記の義務を怠った場合は、いかなる処分を受けても異議は申しません。

１　申請者

所在地　　
法人名　　
代表者職氏名　

２　申請事業

実施場所　

事業名　　
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